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独立行政法人勤労者退職金共済機構 　一般の中小企業退職金共済事業等勘定

（単位：円）

（資産の部）
Ⅰ　流動資産

現金及び預金 107,289,344,851
有価証券 255,716,179,755
金銭信託 2,007,274,114,909
たな卸資産 481,236
前払金 27,539,715
前払費用 20,671,688
未収収益 3,914,158,051
未収金 144,896

　流動資産合計 2,374,242,635,101
Ⅱ　固定資産
1 有形固定資産

建物 150,469,390
減価償却累計額 △ 67,475,817 82,993,573

構築物 8,467,958
減価償却累計額 △ 4,641,090 3,826,868

工具器具備品 457,152,600
減価償却累計額 △ 133,794,759 323,357,841
有形固定資産合計 410,178,282

2 無形固定資産
電話加入権 216,000
ソフトウェア 8,878,184

無形固定資産合計 9,094,184
3 投資その他の資産

投資有価証券 2,402,101,412,891
生命保険資産 166,293,836,312
長期前払費用 124,206
敷金・保証金 98,910,701

投資その他の資産合計 2,568,494,284,110
　固定資産合計 2,568,913,556,576

　　　　　　資産合計 4,943,156,191,677
（負債の部）
Ⅰ　流動負債

預り補助金等（注） 423,090,722
未払給付金 1,942,869,706
未払費用 204,134,558
前受金 3,817,929,360
預り金 51,577,552

121,655,112
短期リース債務 27,248,674

　流動負債合計 6,588,505,684
Ⅱ　固定負債

資産見返負債（注）
資産見返補助金等（注） 66,823,866 66,823,866

共済契約準備金
支払備金 103,171,837,206
責任準備金 4,457,616,165,015 4,560,788,002,221

長期リース債務 101,140,606
退職給付引当金 1,522,507,153

　固定負債合計 4,562,478,473,846
　　　　　　負債合計 4,569,066,979,530
（純資産の部）
Ⅰ　資本剰余金

その他行政コスト累計額（注）
減損損失相当累計額（－）（注） △ 3,672,000
除売却差額相当累計額（－）（注） △ 836,000

資本剰余金合計 △ 4,508,000
Ⅱ　利益剰余金

前中期目標期間繰越積立金（注） 374,200,616,689
当期未処理損失 △ 106,896,542

利益剰余金合計 374,093,720,147
　　　　　　純資産合計 374,089,212,147
　　　　　　　負債純資産合計 4,943,156,191,677

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目です。

科　目

賞与引当金

（うち当期総損失　7,340,094)

金　額

貸借対照表
（令和2年3月31日）



独立行政法人勤労者退職金共済機構 　一般の中小企業退職金共済事業等勘定

（単位：円）

Ⅰ　損益計算書上の費用

業務費 487,933,397,103

　 一般管理費 443,493,649

財務費用 2,229,074

臨時損失 585,969,754

損益計算書上の費用合計 488,965,089,580

Ⅱ　その他行政コスト（注）

除売却差額相当額（注） 20,000

その他行政コスト合計 20,000

Ⅲ　行政コスト（注） 488,965,109,580

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目です。

行政コスト計算書

（平成31年4月1日～令和2年3月31日）

科　目 金　額



独立行政法人勤労者退職金共済機構 　一般の中小企業退職金共済事業等勘定

（単位：円）

経常費用

業務費

職員給与 663,911,444

職員諸手当 179,850,421

賞与 177,733,575

法定福利費 175,269,367

雑給 115,118,877

退職給付金 366,276,664,355

解約手当給付金 5,168,440,835

他制度引渡金 2,216,636,546

特退共へ通算引渡金 120,673,786

DB･DCへ引渡金 801,835,392

特定業種へ移動通算繰入 648,774,766

差額給付金 405,739

前納減額金 31,711,193

返還掛金 2,368,066,817

雑費用 32,894,005

運用費用 31,404,211,938

支払備金繰入 3,741,505,860

責任準備金繰入 71,634,105,348

賞与引当金繰入額 102,808,061

退職給付費用 144,068,485

その他 1,928,710,293 487,933,397,103

一般管理費

役員報酬 49,196,954

職員給与 83,465,098

職員諸手当 31,205,431

賞与 26,614,775

法定福利費 28,995,288

旅費交通費 2,466,039

消耗品費 3,598,150

雑役務費 78,534,921

図書費 1,925,403

減価償却費 89,935,596

賞与引当金繰入額 18,847,051

退職給付費用 20,962,254

その他 7,746,689 443,493,649

財務費用

支払利息 2,229,074 2,229,074

経常費用合計 488,379,119,826

経常収益

事業収益

掛金及過去勤務掛金収入 400,765,473,974  

後納割増金収入 1,974,662

特退共より通算引継金 3,850,350,398

厚生年金基金より引継金 4,480,236,259

特定業種より移動通算受入 1,496,174,955

運用収入 15,636,533,507

雑収入 5,268,327 426,236,012,082

補助金等収益（注） 6,865,057,231

資産見返補助金等戻入（注） 23,562,021

雑益 60,638

経常収益合計 433,124,691,972

経常損失 55,254,427,854

臨時損失

固定資産除却損 3,493,022

前期損益修正損 582,476,732

臨時損失合計 585,969,754

当期純損失 55,840,397,608

55,833,057,514

当期総損失（注） 7,340,094

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目です。

科　目 金　額

前中期目標期間繰越積立金取崩額（注）

損益計算書

（平成31年4月1日～令和2年3月31日）



独立行政法人勤労者退職金共済機構 　一般の中小企業退職金共済事業等勘定

（単位：円）

△ 4,488,000 0 △ 4,488,000 430,033,674,203 △ 99,556,448 0 429,934,117,755 429,929,629,755

当期変動額

816,000 △ 836,000 △ 20,000 △ 20,000

△ 55,840,397,608 △ 55,840,397,608 △ 55,840,397,608 △ 55,840,397,608

△ 55,833,057,514 55,833,057,514 55,833,057,514 0 0

816,000 △ 836,000 △ 20,000 △ 55,833,057,514 △ 7,340,094 △ 7,340,094 △ 55,840,397,608 △ 55,840,417,608

△ 3,672,000 △ 836,000 △ 4,508,000 374,200,616,689 △ 106,896,542 △ 7,340,094 374,093,720,147 374,089,212,147

Ⅰ 資本剰余金 Ⅱ 利益剰余金(又は繰越欠損金)

当期未処分利益
(又は当期未処理損失)除売却差額相当

累計額(－)
うち当期総利益

(又は当期総損失)
減損損失相当累計額

(－)

利益剰余金
(又は繰越欠損金)

合計

純資産変動計算書
（平成31年4月1日～令和2年3月31日）

純資産合計
その他行政コスト累計額

資本剰余金合計
前中期目標期間

繰越積立金

当期首残高

　Ⅰ 資本剰余金の当期変動額

　　　　固定資産の除売却

　　　　前中期目標期間繰越積立金取崩額

　Ⅱ 利益剰余金(又は繰越欠損金)の当期変動額

　(１) 利益の処分又は損失の処理

　　　　利益処分(又は損失処理)による積立

　　　　利益処分(又は損失処理)による取り崩し

　(２) その他

　　　　当期純利益(又は当期純損失)

当期変動額合計

当期末残高



独立行政法人勤労者退職金共済機構 　一般の中小企業退職金共済事業等勘定

(単位：円)

金額

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

退職給付金支出 △ 376,766,645,394

人件費支出 △ 2,038,566,633

その他の業務支出 △ 4,359,633,948

事業収入 410,684,438,921

運用収入 20,779,117,272

補助金等収入 7,305,745,000

補助金等の精算による返還金の支出 △ 196,032,210

その他の業務収入 48,638

　　小計 55,408,471,646

利息の支払額 △ 2,229,074

55,406,242,572

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の償還による収入 255,373,505,352

投資有価証券の取得による支出 △ 311,945,713,000

生命保険資産の増加による支出 △ 12,798,904,162

生命保険資産の減少による収入 13,099,654,041

固定資産の取得による支出 △ 133,269,900

固定資産の除却による支出 △ 688,113

敷金・保証金の差入による支出 △ 5,068,911

△ 56,410,484,693

リース債務償還による支出 △ 29,923,444

△ 29,923,444

Ⅳ　資金減少額 △ 1,034,165,565

Ⅴ　資金期首残高 108,323,510,416

Ⅵ  資金期末残高 107,289,344,851

キャッシュ・フロー計算書

（平成31年4月1日～令和2年3月31日）

　  財務活動によるキャッシュ・フロー

科目

　　業務活動によるキャッシュ・フロー

　  投資活動によるキャッシュ・フロー

Ⅲ  財務活動によるキャッシュ・フロー



独立行政法人勤労者退職金共済機構 　一般の中小企業退職金共済事業等勘定

（単位：円）

Ⅰ　当期未処理損失 106,896,542

当期総損失 7,340,094

前期繰越欠損金 99,556,448

Ⅱ　次期繰越欠損金 106,896,542

（令和2年3月31日）

科　目 金　額

損失の処理に関する書類



〔重要な会計方針〕

成しております。

１．減価償却の会計処理方法

　　　 (1) 有形固定資産（リース資産を除く。）

　　 　　　　　定額法を採用しております。

　　　　　　　 なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。

　　　　　　　　　　建        物 

　　　　　　　　　　構　 築　 物

　　　　　　　　　　工具器具備品

　　　 (2) 無形固定資産

　　　　　 　　定額法を採用しております。

　　　　　 　　を耐用年数としております。

　　　 (3) リース資産

　　　　　 　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

２．賞与引当金の計上基準

　　　おります。

３．退職給付に係る引当金の計上基準並びに退職給付費用の処理方法

４．金銭信託の評価基準及び評価方法

　　　　時価法

役職員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち、当事業年度に負担すべき金額を計上して

当事業年度より、改訂後の「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（平成30

年9月3日改訂）並びに「『独立行政法人会計基準』及び『独立行政法人会計基準注解』に関する

Q＆A」（平成31年3月最終改訂）（以下「独立行政法人会計基準等」という。）を適用して、財務諸表等を作

　　　については期間定額基準によっております。

な お 、 法 人 内 利 用 の ソ フ ト ウ ェ ア に つ い て は 、 法 人 内 に お け る 利 用 可 能 期 間 （ 5 年 ）

企業年金基金から支給される年金給付については、役職員の退職給付に備えるため、当該事

　　　業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法

退職一時金については、期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を

　　　適用しております。

数理計算上の差異及び過去勤務費用は、各事業年度の発生時において費用処理しておりま

　　　す。

独立行政法人勤労者退職金共済機構

一般の中小企業退職金共済事業等勘定

8 ～ 15 年

13 年

4 ～ 20 年



５．有価証券の評価基準及び評価方法

　　　(1) 満期保有目的債券

　　   　　　償却原価法（定額法）

６．たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　(1) 貯蔵品

  　　　　　移動平均法による低価法

７．リース取引の処理方法

　　　　係る方法に準じた会計処理によっております。

　　　　に係る方法に準じた会計処理によっております。　　 

８．消費税等の会計処理

　　　　消費税等の会計処理は、税込方式によっております。

９．その他の重要な事項

　　　(1) 支払備金

　　　　がないものの金額を計上しております。

　　　(2) 責任準備金

〔表示方法の変更〕

被共済者の将来の退職金の支払いに備えるため、独立行政法人勤労者退職金共済機構の業

職届があったものもしくは、退職届の提出はないが退職と認められるもの等の退職金で請求

務運営、財務及び会計並びに人事管理に関する省令（平成15年厚生労働省令第152号）第19条

の規定により、厚生労働大臣の定めるところ（平成31年厚生労働省発雇均0327第1号責任準備

リ ー ス 料 総 額 が 300 万 円 以 上 の フ ァ イ ナ ン ス ・ リ ー ス 取 引 に つ い て は 、 通 常 の 売 買 取 引に

リ ー ス 料 総 額 が 300 万 円 未 満 の フ ァ イ ナ ン ス ・ リ ー ス 取 引 に つ い て は、 通常 の 賃 貸借 取引

　　　　金の積立について）による金額を計上しております。

当事業年度末までに請求を受けた退職金等の支払未済のもの及び、当事業年度末までに退

１．純資産の部の表示方法の変更

　　　減損損失相当累計額として表示しております。

損益外減損損失累計額について、前事業年度まで資本剰余金の控除項目として表示しておりま

したが、独立行政法人会計基準等の改訂に伴い、当事業年度より、その他行政コスト累計額の



１．生命保険資産とは、生命保険会社に委託運用しているものです。

２．有価証券に関する事項

　(1) 満期保有目的の債券で時価のあるもの　　　　　　　　　　　　　

　(2) 満期保有目的の債券の今後の償還予定額　　　　　　　　　　　　　　

３．金融商品の状況に関する事項

〔貸借対照表注記〕

中退共資産の運用に当たっては、中小企業退職金共済法その他の法令を遵守するとともに、退職

金 を将 来に わた り確 実に 給付 する こと が で きる よう 、安 全か つ効 率を 基本 とし て実 施し てお りま

　す。

貸借対照表

計上額(円)

(1)国債・地方債等 1,894,061,354,361 1,923,784,520,000 29,723,165,639

(2)金融債 208,100,000,000 209,997,260,000 1,897,260,000

(3)その他 60,000,000,000 64,098,200,000 4,098,200,000

小計 2,162,161,354,361 2,197,879,980,000 35,718,625,639

(1)国債・地方債等 333,956,238,285 330,205,560,000 △ 3,750,678,285

(2)金融債 161,700,000,000 160,962,030,000 △ 737,970,000

小計 495,656,238,285 491,167,590,000 △ 4,488,648,285

2,657,817,592,646 2,689,047,570,000 31,229,977,354

種類 時価(円) 差額（円）

時価が貸借対照表計上額を超えるもの

時価が貸借対照表計上額を超えないもの

合計

１年超5年 5年超10年

以内(円) 以内(円)

債券

　(1)国債・地方債等 231,716,179,755 824,329,844,897 662,672,827,339 509,298,740,655

　(2)金融債 24,000,000,000 67,100,000,000 278,700,000,000 0

　(3)その他 0 60,000,000,000 0 0

合計 255,716,179,755 951,429,844,897 941,372,827,339 509,298,740,655

1年以内(円) 10年超(円)



４．金融商品の時価等に関する事項

　　期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

(注１) 金融商品の時価の算定方法

 　(1) 現金及び預金

　 (2) 有価証券及び投資有価証券

　　　　これらの時価について、債券は金融機関から提示された価格によっております。

   (3) 金銭信託

　　　　金銭信託の時価は、金融機関から提示された価格によっております。

５．退職給付に関する事項

　 (1) 採用している退職給付制度の概要　　　　　　　

　 (2) 確定給付制度　　　　　　　

 　 ① 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表(③に掲げられたものを除く)

　　　　　期首における退職給付債務

　　　　　　勤務費用

　　　　　　利息費用

　　　　　　数理計算上の差異の当期発生額

　　　　　　退職給付の支払額

　　　　　期末における退職給付債務

　 　(注) 期首及び期末における退職給付債務には、国への返還相当額(最低責任準備金)が含まれて

　　　　　おります。

退職一時金制度（非積立型制度）では、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた一時金

　　　を支給しており、簡便法により退職給付引当金及び退職給付費用を計算しております。

△ 17,185,499円

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

　　　よっております。

当機構は、役職員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制度を採用してお

　　　ります。

　　　給与と勤務期間に基づいた一時金又は年金を支給しております。

確定給付企業年金制度（積立型制度）では、労働関係法人企業年金基金に加入しており、

1,451,833,769円

17,413,512円

7,259,168円

△ 110,710円

1,459,210,240円

貸借対照表

計上額(円)

　(1)現金及び預金 107,289,344,851 107,289,344,851 0

　(2)有価証券及び投資有価証券 2,657,817,592,646 2,689,047,570,000 31,229,977,354

　　 ①　満期保有目的の債券 2,657,817,592,646 2,689,047,570,000 31,229,977,354

　(3)金銭信託 2,007,274,114,909 2,007,274,114,909 0

時価(円) 差額(円)



 　 ② 年金資産の期首残高と期末残高の調整表

　　　　　期首における年金資産

　　　　　　期待運用収益

　　　　　　数理計算上の差異の当期発生額

　　　　　　事業主からの拠出額

　　　　　　退職給付の支払額

　　　　　期末における年金資産

 　 ③ 簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

　　　　　期首における退職給付引当金

　　　　　　退職給付費用

　　　　　　退職給付への支払額

　　　　　期末における退職給付引当金

 　 ④ 退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用の調整表

　　　　　積立型制度の退職給付債務

　　　　　年金資産

　　　　　積立型制度の未積立退職給付債務

　　　　　非積立型制度の未積立退職給付債務

　　　　　小計

　　　　　貸借対照表に計上された負債と資産の純額

　　　　　退職給付引当金

　　　　　前払年金費用

　　　　　貸借対照表に計上された負債と資産の純額

 　 ⑤ 退職給付に関連する損益

　　　　　勤務費用

　　　　　利息費用

　　　　　期待運用収益

　　　　　数理計算上の差異の当期の費用処理額

　　　　　簡便法で計算した退職給付費用

　　　　　合計

 　 ⑥ 年金資産の主な内訳

　　　　　年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりです。

　　　　　　債券

　　　　　　株式

　　　　　　短期資産

　　　　　　代行返上に伴う責任準備金前納額

　　　　　　生命保険一般勘定

　　　　　　その他資産

　　　　　合計

1,459,210,240円

△ 1,145,124,672円

314,085,568円

17,413,512円

7,259,168円

0円

0.6%

1.9%

100.0%

88.6%

1,208,421,585円

1,522,507,153円

0円

165,030,739円

7.1%

1.4%

1,522,507,153円

△ 202,882,574円

1,208,421,585円

1,290,237,418円

121,066,741円

0.4%

△ 19,402,028円

33,851,125円

△ 17,185,499円

1,145,124,672円

1,147,861,074円

0円

1,522,507,153円

1,522,507,153円

121,066,741円

19,291,318円



 　 ⑦ 長期期待運用収益率の設定方法に関する記載

 　 ⑧ 数理計算上の計算基礎に関する事項

　　　　　　割引率 0.5%

　　　　　　長期期待運用収益率 0.0%

６．資産除去債務に関する事項

〔行政コスト計算書注記〕

1．独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト

行政コスト

自己収入等

機会費用

独立行政法人の業務運営に

関して国民の負担に帰せられるコスト

２．機会費用の計上方法

　 (１) 国又は地方公共団体との人事交流による出向職員から生ずる機会費用の計算方法

　　　おります。

488,965,109,580円

△ 426,236,072,720円

　　　　　期末における主要な数理計算上の計算基礎

　　　  ます。

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、

年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しており

当機構は、賃貸借契約に基づく事業所等の退去時における原状回復義務を有していますが、当該

ら、資産除去債務を合理的に見積もることができません。そのため当該資産に見合う資産除去債務

　を計上しておりません。

債務に関する賃借資産の使用期間が明確でなく、現在のところ移転等も予定されていないことか

62,754,500,656円

当該職員が国又は地方公共団体に復帰後退職する際に支払われる退職金のうち、独立行政法人

での勤務期間に対応する部分について、給与規則に定める退職給付支給基準等を参考に計算して

25,463,796円



〔損益計算書注記〕

１．特退共移動通算について

　退職金共済制度であります。

２．前期損益修正損について

〔キャッシュ・フロ－計算書注記〕

１．資金の期末残高の貸借対照表科目別内訳

現金及び預金

うち定期預金

（差引）資金残高

107,289,344,851円

0円

107,289,344,851円

特退共とは、商工会、商工会議所、自治体など税務署長の承認を受けた団体が実施している特定

前期損益修正損582,476,732円は、前事業年度責任準備金算定額を修正した額であります。



























決算報告書（令和元事業年度）

一般の中小企業退職金共済事業等勘定 (単位：百万円)

収　　入 440,110 437,838 △2,272

国庫補助金収入 7,861 6,908 △953 助成件数の減

業務収入 430,763 429,429 △1,334

掛金等収入 410,228 409,098 △1,130

運用収入等 20,535 20,331 △204
損益計算書との相違点
決算額には金銭信託等の評価益が含まれておりませ
ん

業務外収入 - 4 4 過年度支給の退職金等の取消

1,423 1,388 △35

1 2 1 受入件数の増

62 106 44 受入単価の増

支　　出 397,566 381,672 △15,894

退職給付金等 388,695 374,585 △14,110

業務経費 6,581 4,562 △2,020
損益計算書との相違点
決算額には減価償却費を除き有形固定資産購入額が
含まれております

退職金共済事業関係経費 3,308 2,155 △1,153 経費節減による減

運用費用等 3,274 2,407 △867 支払単価の減

62 109 48 システム設置費用による増

1,711 1,768 57
損益計算書との相違点
決算額には退職給付費用の一部に計上している企業
年金基金掛金と退職手当金が含まれております

507 641 134 繰入件数の増

- - -

11 8 △3 繰入件数の減林業退職金共済事業等勘定へ繰入

備考区分

人件費

予算額(A) 決算額(B) 差額(B)-(A)

建設業退職金共済事業等勘定へ繰入

清酒製造業退職金共済事業等勘定へ繰入

一般管理費

建設業退職金共済事業等勘定より受入

清酒製造業退職金共済事業等勘定より受入

林業退職金共済事業等勘定より受入
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